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書　評
鈴木宏昌。連合総研（編）『開かれたアジアの社会的対話』
　　　　　　　　　　　　（日本評論社，2002年）
永　山　武　夫
　「本書は，連合総合生活開発研究所が200C年！0月から2002年9月まで行った『アジア
の社会的対言舌研究委員会』の報告書である」（同書「はしがき」）。構成は，
　　第1部　発展するアジアと社会的対誘（第ユ～3章）
　　第2部社会的対語に向けた政労使のとりくみ（第4～6章）
　　第3部東アジアにおける社会的対話の可能性（第7～9章）の3部9章から成
る。
　各章の内容を簡単に紹介する⑪「第1章　アジアの社会的発展と社会的対話（鎗木宏
昌）」は，1．で対象とする「アジア」の範囲を東アジアとアセアン諾国に隈定する⑪
「社会的対請」の内容となる社会閏題は，労働分野をこえて写人穣擁護から環境間題な
ど巾広い。したがって対話の構成要貝はILO的な三者構成が基本であるが，NGOや教
会なども当事都こなりうるとする。2，では！950年代になると「低開発国」の特有な聞
題に経済学の注意が集まりはじめる。旧植民地の多くが政治的独立を始めたのがその契
機となったとし，關発理論の流れを概観した上で3．アジア各国のとくに90年代の高度
成長の実態を分析し，その原因を新古典派の「開発理論」の主張とは逆に岳「アジア諾
国ではむしろ政府主導の闘発」にあったとしている。4．では90年代以降の世界が米・
欧の二極化のなかで，アジアの社会的発展のとらえ方が課題であるとし，5，で「社会
的対誘の当事者の欠落は，アジア諸国における民一主主義め未発達の結果であ」り，「そ
れは，国家主導で経済発展が画策されたことと密接に関違」しており，三者構成の重要
な要素である労働組合が未発達であることが問題であるとする。アジアのこうした現状
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を踏まえたうえで，「二極化に対抗するために，アジア諸国の地域化の組織が必要とな
る」が，今日では「むしろ個別分野での協力が現実的な方法であろう」とし，「地方自
治体レベルでの交流」。「アジア地域における社会的対話の実践が労働運動に求められ
る」と給論する。
　「第2章　アジアにおける市民社会改革と社会的対話をめざすネットワーク（初岡一
郎）」は。1．で「開かれた地域主義」を実現するために経済協力と社会的対語を提唱
することが本報告書の目的であるとする。2．で東アジアにおける経済的協力・統合へ
の可能性は潜在的に大きく，3．でその実現のためには「普遍的な価値観や原理とルー
ルを求める，アジア人・地球人意識をもつ市民と市民社会が国内的地域的に形成されて
いく必要がある」と述べる。その課題として4．社会的氏主主義の確立こそが市民社会
を発展させる墓盤であるとし，5．で「三者構成主義による社会酌対話」の拡大が必要
とする。そのための原動力は労働組合運動にあるとし，6．で第一に労働組合の組織拡
大，載線統一，政策の充実をあげ，第二に労働組合運動の自立，第三に対語の公開性が
必要だという。
　「第3章　アジアにおけるILOの動き（伊藤祐禎）」ではILOの「社会酌対語」への
関わり方について，97年の第ユ2回アジア地域会議における討議と，0工年の第13回会議の
討議を紹介する。3．では，第12回会議直後に発生した東アジアと東商アジアの金融危
機は，各国に民主主義の確立が必要なことを確認したとする。そして87・98号条約を含
む中核基準条約の批准促進の重要性を指摘する。
　「第4章　労働組合の社会的対誘へのとりくみ（申嶋滋）」では，アジア諸国では
「社会的対話」という言葉は定着していないとし，その理由を労使団体に対する社会的
認知度が低く，影響力が評価されていないからとし，その疑問を解明・克服するのが労
働組合運動の課題であるとする。
　「第5章　経営者側からみたアジアにおける社会的対話と労使関係（讃井暢子）」
は，社会的対話にかかわる政府，使用者，労働者の代表者蘭で行われる多穣な形態の協
議や意見交換を「社会的対話」とみなすとし，それが効果的な機能を発揮するかは，対
話に参加するソーシャルパートナー自身の力と，べ一スとしての労僅関係のあり方に
よって大きく左右されるとする。対詰の意義は，民主性の確保，実現可能性，実行の責
任の共有とする。また当事者としては，労使の自覚に根ざした二者間の問題解決のとり
566
　　　鎗木宏昌・連合総研（編）臓かれたアジアの社会的対話」（日本評論社，20C癖）　95
くみの重要性を強調する。次に三者構成に取り組む主要な各国の実情に触れている。
　「第6章　アジア諸国における労使関係と今後の展望（広見和夫・山口高広）」で
は，アジア諸国で社会的対話は充分機能はせず，賃金労働者が社会に占める比率が低
く，多民族国家が多く，国内の地域格差、貧富の差も拡大しているとする。労便関係で
も組合組織率が著しく低く，自立したナショナルセンターが無く，国家統制の強い国が
まだ多いと指摘している。そして日本は，ODAの充実，技術的支援を一層高める必要
があるとする。
　「第7章　韓国における政労使委員会の盛衰（金東元）」は，韓国の三者委員会の軌
跡とその分析を行っている。まず1、民主的コーポラティズムの成功要因論の理論的枠
組みを分析L，環境的要因（①．協調的な労使関係の慣習②，小規模で開かれた経済
③，危機意識），構造的要因（①．申央集権的な労働運動　②．中央集権的な使用者上
部団体③，社会民主党あるいは労働党の存在），精神的要因（①．社会的パ｝トナー
シップのイデオロギー　②，相互信頼③．三者閏のフェアな扱い）の三要因を上げ，
次いで2，で韓国経済と労働市場・労働政策・使用者・労働運動の4側面について，労
働運動の民主化以降を申心に概観し，3．で政労使委員会の発足と衰退の経過にふれ，
金泳1三政権下の93～4年に，中央賃金合意が結ばれたが，FKTU（韓国労働組合総連
盟）とKEF（韓国経営者団体）の両組織は政府の管理下にあり，傘下の団偉を代表，
管理する能力がないことが明らかになった，とする。しかし96年労使関係当事者聞で自
主的言舌合いが行われ，労使関係改箪に関する大統領委員会が発足した。ここでは韓国の
労働基準をILO（9！年12月加盟）やOECD（96年12月加盟）の定めるところまで引き上
げることを目標とした。そして97年3月に労働法が改正された竈97～8年の通貨危機の
中で政。労・使の三者聞に危機意識が芽生え，政労使委員会の設立に繋がった。ここで
政府の労働政策は権威主義的から民主的コーポラテイズムヘと変化し，ついで98年2月
に政労使委員会は経済危機の中で「大妥協」（社会契約）に合意した。これは韓国史上
はじめて三者が自発的に達成した合意であったが，KCTU（韓国民主労働親合総連盟）
の一般組含員は，この合意に「一時的解雇を含法な制度」とする内容があったため反対
した。しかし政府はこれを無視して立法化した。その後，政府の権威主義的な態度のた
め三者委員会は携能を低下させていく。4．の政労使委員会の実績分折では1，で提起
された三つの理論的枠租みに基づいて評価す私「環境的要因」に関しては97～8年の通
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貨危機の時，「大妥協」をもたらしたが，敵対的な労働関係の伝統が政労使委員会成立
後の発展を妨げたようだとする。「構造的要因」に関しては，労働党などの不在が、労
働組合幹部の委員会への参加意欲をそいだとする。「精神的要因」に関しては，基本は
相互信頼だが，政府の労働市場の自由化政策に労働組合幹部が気づいたとき，労使関係
者間の信頼関係は崩壊したとする鉋政労使委員会が成功裏に発足できたのは三者共通の
危機意識の故であり，この環境的要因が民主主義的コーポラテイズムの開始に大きく関
与したと結論する。
　「第8章　中国におけるコーポラティズムと労働組合の役割（石井知章）」は，コ」
ポラティズム概念を援用しつつ、天安門事件以降にみられた工会（労働組合）の役割，
および労使関係の変化を以前と比較する。そして社会主義市場経済システムの導入と，
95年以降，外資系企業労働者が民主的管理に参加する権利を守ることは，「上から」の
コーポラテイズム的再編と，市民社会的システムの「下から」の創設という，相矛眉す
る二つの動きの同時並行だったとし，今後とも工会の役割の変化を見守っていく必要が
あるとしている。
　「第9章　地域間交流と市民・自治体外交の可能性（井上定彦）」は，グローバリ
ゼーションの深まりは，国家レベル→地域国家群レベル→超国家レベルの上向ル］ト
と，州・県・市町村、市民団体，市民間という下向ルートの二方向で，担い手，主体の
多様化・多元化をもたらしているとする。日本の場合，90年代には自治体外交・市民外交
が新たな展開をみせており，21世紀世界の可能性を切り開くことが期待できる，とする。
　本書の意図は，東アジアとアセアン諸国における「社会的対話」の現状分析と，展望
にある。分析の主要概念は三者構成主義であるが，鈴木教授は広く杜会問題も対話の内
容に含めるため，NGOや教会関係者も含めてよいとする。諸井氏は労使の自覚に根ざ
した二者間の取組を重視する。民主的コーポラテイズムも，多くの論者の追求課題であ
るが，初岡教授はこの概念の使用を留保している。対象となる国も対話の内容も多様で
あるが，全体の構成はよくできており，各論者は課題への銚戦に成功している。論者の
多くはアジアの後進性（民主主義や労働者党の未発達，労働（組合）運動の脆弱さ）
を，「社会的会話」の進展の障害とみている。それは展望についても，誇者の多くが
「すべきである」「望ましい」といった「願望」を緒びとしていることにも繋がってお
り，多少気にかかったところである。
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